
　
農業国ウクライナの底力

　筆者が本記事を執筆しているの
は2023年２月だ。ちょうど１年
前の２月24日に、ロシアのウク
ライナ侵攻が始まる。ロシアのプ
ーチン大統領はウクライナ南部４
州の併合を宣言して、軍事侵攻を
開始した。しかし、戦況は一進一
退の膠着状態にある。
　そこでまず、ロシアとウクライ
ナの経済的格差を全ヨーロッパの
中で比較してみたい。１人当たり
国民総所得（GDP）を2020年ベ
ースで比較して見ると、まずロシ
ア連邦が１万740ドルであるのに
対して、ウクライナは3,570ドル
だ。ロシアは１人当たり約３倍以
上の格差をつけている。とはいえ、
そのロシアも、ヨーロッパ諸国と
比べるとGDPは小さい。例えば
スウェーデンは５万4,290ドル、
オランダは５万1,070ドル、ドイ
ツは４万7,520ドル、フランスは
３万9,500ドル、そしてイギリス
は３万9,970ドルだ。
　次に、国力を知る一つの手立て

として農業を中心に、ロシアとウ
クライナのヨーロッパでの立ち位
置を概観してみよう。
　農地面積はロシア、ウクライナ、
フランス、スペイン、スウェーデ
ン、ノルウェー、ドイツという順
位になる。
　次に、世界の農作物の生産量に
着目すると、大麦の生産量
（2020年ベース）は、多い順に
ロシア、スペイン、ドイツ、カナ
ダ、フランス、オーストリア、ト
ルコ、イギリス、ウクライナ、ア
ルゼンチンの順だ。ウクライナは
９位である。しかし、ウクライナ
は大麦の輸出面では１位のフラン
スに次ぐ２位のポジションを占め、
３位がロシアという順位になって
いる。そこには農業立国ウクライ
ナの面目躍如たるところがある。
　トウモロコシ生産の場合は米国、
中国、ブラジル、アルゼンチン、
ウクライナという順位になる。た
だし、輸出面ではウクライナは４
位である。１位米国、２位中国、
３位ブラジルだ。
　ジャガイモの場合は中国、イン

ド、ウクライナ、ロシア、米国と
いう順番だ。キャベツ類の生産は
中国、インド、ロシア、韓国、ウ
クライナ、日本。ひまわり油生産
ではロシア、ウクライナ、アルゼ
ンチン、中国、ルーマニアだ。か
つてはウクライナの輸出品の中で
ひまわり油は9.6％（食料品輸出
40.3％のうち）を占めていた
（2022年以前）。

絶望的な日本の北方問題

　このように、ウクライナは“ヨ
ーロッパの穀倉”と言われるほど、
その潜在的な可能性は計り知れな
い。周知のように、アフリカでは
毎年、どこかの国が食糧危機に見
舞われる。食糧供給の世界的な循
環という意味でも、ウクライナの
ような穀倉が必要となる。ウクラ
イナの平和は、世界的な要請だと
言えよう。
　しかし、現実は厳しい。戦争の
決着をどうつけるのか。かつて、
ベトナム戦争のときは、米軍、特
に若者の人的犠牲が大きくなるに
つれて、戦争への嫌悪感が米国社

会全体に広がった。そして若者を
中心に多くの市民がワシントン
（政治）を動かして、終戦への道
をつくった。これから、モスクワ
の市民がどういう反応を見せてい
くのか。それはロシア社会の将来
を占う一つの大きなバロメーター
となるに違いない。
　他方、日本への影響では、今の
ところシベリアでの原油ガス確保
はかろうじて稼働しているようで
あるが、日本とロシアとの平和条
約締結交渉は中断され、北方四島
の交流、自由訪問も中止された。
その上で、ロシアは昨年、今年G
７議長国を務める日本の岸田文雄
首相ら計63人のロシアへの入国
無期限禁止を決めた。
　さらに、大きな問題としては
（１）日露の排他的経済水域
（EEZ）内でのサケ・マス漁業、
（２）歯舞群島でのコンブ漁、
（３）ロシアEEZ内のサンマ、ス
ルメイカ、マダラ漁業、（４）北
方四島周辺での安全操業などがど
うなるか。その行方が注目されて
いる。
　とにかく、遠いヨーロッパでの
戦争の嵐が、極東の日本にまで吹
き込んでいる。北海道からは、ロ
シアとの関係は道民の生活、生存
に関わる問題であるから、岸田首
相にはG７議長国だからと言って
ロシア―ウクライナ戦争に関する
議論で派手に振舞わないでほしい
という声も聞こえてくる。

気の遠くなる復興への道

　去る１月９日付けの読売新聞に
ウクライナ副首相とのインタビュ

ーが掲載された。そこでは「復興
支援は日本主導で」と過大に期待
されているように報道された。
　「ヨーロッパが主戦場であるか
ら、ベトナム戦争後の復興援助の
ように、日本が率先して戦後復興
に進出する必要はないのではない
か」という反論もあるようだ。と
はいえ、ウクライナの隣国ポーラ
ンドには、早くも日本を含む西側
の開発コンサルタントが復興に向
けて待機していると聞く。
　ウクライナ復興需要では戦車を
も供与してきたヨーロッパ諸国が
日本の出番を簡単に許すわけがな
いだろう。ヨーロッパとしては、
復興資金だけは日本を頼りにして
も、復興事業は自分たちで差配し
たいと考えているはずである。
　一方、日本は昨年のG７議長国
ドイツに代わって、ウクライナ復
興支援をリードすることになるは
ずだ。ウクライナ政府は、すでに
昨年７月、復興経費として10年
間に7,500億ドル（約100兆円）
が必要になると試算している。ヨ
ーロッパのあるジャーナリストは

「これは、ウクライナの仕掛けた
ヨーロッパをはじめ西側陣営への
一つのリトマス試験紙のようなも
のだ」と語る。
　日本政府はこれまでにも、政府
開発援助（ODA）で2014年７月
に100億円の円借款を供与。
2015年12月には369億6,900万
円を供与している。
　戦争が始まってからも、「緊急
経済復興開発政策借款」として
2022年５月に130億円、６月に
は650億円の円借款貸付契約に調
印した。すでにウクライナはロ
シアとの開戦時に円借款を供与
しているので、ODAを通じた支
援の要領は熟知しているはずで
ある。
　それにしても、戦争の最中に、
早くも戦後復興の話が出るとは、
余裕なのか無神経なのか、戦略的
な発想なのか用意周到なのか。ウ
クライナ人の図太い神経と計り知
れない戦略性がうかがえる。そこ
には、アジアとは一味違うヨーロ
ッパの長い抗争の歴史の一面が見
えている。

ヨーロッパの陰湿な歴史の断面
ロシア・ウクライナ戦争
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写真は1945年以降、日本人の戦後抑留者によって建設されたウズベキスタン首都タシケントの感動的なオペラハウス＝筆者撮影



ビルの高層階から望む国会議事堂

特集 2023年度ODA予算詳報
激変する環境下で"微増"

2023年度の政府開発援助ODA予算は増額となった。歴史的な円安の影響もあり、実質は微増だったと
言え、ODAの厳しい局面に変わりはない。気候変動や感染症、紛争など積み重なる課題が深刻化する国
際情勢において、これまで以上にODAの戦略的な活用が求められる。５月にはG７広島サミットが開催さ
れ、国際社会での日本のリーダーシップが問われる中、外務省や国際協力機構（JICA）、各省庁はどのよ
うな展望を示しているのか。予算から日本の今後の国際戦略を読み解く。
（本特集に掲載した表は各省庁からの提供資料、あるいは本誌の調べにより作成した。四捨五入などの
調整上、合計額・増減額・伸率に不一致がある）
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2．13省庁・機関別ODA予算
   「今年度前半」発表予定の新大綱の行方
     外務省／国際協力機構／財務省／文部科学省／経済産業省／厚生労働省／
     国土交通省／農林水産省／総務省／環境省／法務省／警察庁／金融庁

1．2023年度ODAの方向性
   時代の大転換期 各アクターとの連携が鍵

     　　　　 
    

　　外務省 国際協力局 局長　遠藤 和也氏



2023年度ODA予算詳報～激変する環境下で"微増"
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幅広いアクターとの連携重視

―開発協力大綱改定の狙いと重
点をお聞きしたい。
　今、われわれは大きな時代の転
換点にいる。前回の大綱改定時の
2015年２月以降、持続可能な開
発目標（SDGs）が採択され、パ
リ協定が発効した。他方、自由で
開かれた国際秩序が、ロシアによ
る不当なウクライナ侵略などで挑
戦を受け、厳しい国家間の競争、
分断リスクの深刻化も見られる。
コロナ禍によるサプライチェーン
の分断、急速なデジタル化に伴う
サイバーセキュリティの課題顕在
化など、経済と安全保障が結びつ
く形で国際情勢が影響を受けてい
る。特に開発途上国は気候変動、
感染症、災害や紛争などが連動し
た複合危機に直面している。
　これらの危機の克服に経済界、
市民社会などのアクターが連携し
た対応が求められる。日本は責任

ある主要国として、国際的な協力
をけん引する立場にある。国際秩
序への挑戦には、多彩な連携で国
際秩序を維持・発展させ、複雑
化・深刻化する地球規模課題には、
国際的取り組みの主導も必要だ。
経済・社会面の脆弱性がある中、
日本と世界が共に発展・繁栄でき
る環境を作っていく。
　これらの認識を踏まえ「開発協
力大綱の改定に関する有識者懇談
会」報告書にもある新たな時代の
人間の安全保障を基本理念とし、
開発協力の戦略的活用を打ち出し
ていく。官民資金による社会的価
値創出、協力手法の柔軟化・効率
化、日本の強みを生かした協力が
論点だ。開発協力の実施基盤の充
実に向け努力を示したい。かつて
はODAが途上国への資金の大半
を占めたが、これだけでは幅広い
開発課題に対応できない。他アク
ターと連携を強め、解決策を考え
たい。開発協力は国民の税金、投

融資に支えられた活動だ。国益と
国際益の双方に資することを打ち
出せるよう議論を詰める。

―議長国を務める５月のG７首脳
会議のほか、国連などマルチの外
交で重要な局面を迎える。
　G７でも開発協力は重要アジェ
ンダの一つになる。ウクライナ支
援、グローバルサウスとの関与強
化でG７の結びつきを示すことも
課題だ。インドが議長国のG20も、
開発を中心的な課題としている。
　また、今年はSDGsの中間年で、
SDGサミットもある。実に多彩
な形で開発を巡る議論がされる。
日本は国連安全保障理事会の非常
任理事国でもあり、多様な国際政
治の課題に明確な方向性を打ち出
す時でもある。大綱改定が外に発
するメッセージも重要だ。

日本ならではのウクライナ支援

　ウクライナ問題については岸田

文雄総理が仰るように、日本の強
みを生かし、人々に寄り添った支
援をきめ細かく実施する。日本は
ロシアの侵略直後から、人道、食
料、財政、復旧・復興の分野で、
国会での承認を前提に先般表明し
たウクライナ向けの55億ドルの
追加財政支援を含め、総額約71
億ドルの支援を表明し、実施して
きた。今後も切れ目なく同国を支
える努力をする。ロシアにエネル
ギーインフラが攻撃され、電力不
足に陥った状況を受け、日本は約
1,500台の発電機供与などの支援
にも力を入れてきた。
　さらに多く裨益するように大型
変圧施設10基程度、電力関連機
材約140台など供与する調整を進
めている。地雷・不発弾対策支援
も、カンボジアへの長年の協力を
生かして行っている。農業、教育、
ガバナンス、文化財保護など多く
の面で支援する予定だ。

―ロシアに物が言えない多くの
中立的な途上国との関わりは。
　国際社会の分断を起こさず、国
際秩序を維持・強化する意味でも
開発協力の役割は大きい。ウクラ
イナ侵略後、各国が食料やエネル
ギー価格高騰といった影響を受け
るなど、脆弱性が明らかになった
国々に寄り添った緊急支援が必要
だ。しかし、例えば農業分野では
緊急的なものだけでは足りない。
　今後の食料をどう確保するか考
え、人道、開発、平和のネクサス
を推進する。触媒として他の機関
を巻き込む役割を果たし、連携し

て効果を高めていく。

透明・公正な開発金融が重要

―債務問題が深刻化するアフリ
カについてどう見るか。
　アフリカは潜在力も大きく、重
要な地域だと認識している。透明
で公正な開発金融は、持続的で包
括性を持ったアフリカの発展のた
めに必要だ。「アフリカの民間セ
クター開発のための共同イニシア
ティブ（EPSA）」を通じ、アフ
リカ開発銀行（AfDB）と協調融
資を行ってきた。第８回アフリカ
開発会議（TICAD8）では、
EPSAを最大50億ドルに拡大する
ことを表明した。そのうち10億
ドルは特別枠だ。債務の透明性、
持続可能性を含めて改革に取り組
み、債務の健全化に前進を見せた
国への支援に充てる。アフリカの
債務管理能力の構築や専門家派遣
も引き続き実施していく。
　コロナ禍を受けて2020年に立
ち上がった債務支払猶予イニシア
ティブ（DSSI）を含め、日本は
債務措置に取り組んでいる。パリ
クラブ債権国および非パリクラブ
債権国は「DSSI後の債務措置に
係る共通枠組」の下、チャド、エ
チオピア、ザンビア、ガーナの債
権措置につき議論している。各国
で状況は異なるが、国際機関や関
係国と協議しつつ対応していく。

―米中対立の中、日本の役割が
重要だ。今後の日中関係は。
　中国と一定の対話をしながら、
建設的かつ安定的な関係の構築が

重要と考える。日米連携が基本に
あると同時に、日中間には多様な
課題や懸案があるからこそ対話を
続ける。開発協力の分野でも、も
ちろんだ。気候変動問題について
も、中国をより一層巻き込んで実
践していくことが鍵となる。

―パンデミック対策など保健医
療や防災の協力はどう進めるか。
 コロナ禍は、国際的結びつきや
国際協力の重要性を改めて感じさ
せた。ワクチンや治療薬の開発、
公平なアクセスが課題と分かった。   
COVAX支援対象国のワクチン接
種率は昨年の34％から53％に上
昇した。一方、接種率が10％に
満たない国も７カ国ある。ワクチ
ン忌避への対応や接種能力の強化
が必要だ。さらにコロナ後を見据
え、パンデミック基金への拠出や、
人的往来再開のための国境管理能
力や予防接種情報管理体制の支援
などを行っていく。G７でも国際
保健に関し、以下３つを中心に議
論する。①将来の公衆衛生危機へ
の予防などグローバルヘルス・ア
ーキテクチャーの構築・強化、②
強靭で公平かつ持続可能なユニバ
ーサル・ヘルス・カバレッジ達成
の貢献、③保健課題に対応するヘ
ルスイノベーション。
　また、今回のトルコ・シリアの
地震でグローバルな防災協力が問
われている。５月には国連で仙台
防災枠組みの中間レビューも予定
される。日本の防災分野の長年の
知見を生かし、議論を深めていく
努力をしていきたい。
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外務省 国際協力局 局長　遠藤 和也氏
山梨県出身。東京大学法学部卒業後、外務省に入省。在中国日本大使館参事官、
南東アジア第一課長、在米日本大使館参事官、在中国日本大使館公使、国連政策
課長、中国・モンゴル第一課長、官房総務課長、アジア大洋州局審議官、総合外交政
策局審議官を経て、2022年9月より現職

気候変動、コロナ禍など地球規模の課題に加え、ロシアの
ウクライナ侵略が継続し、世界の混乱が続いている。国際
社会における政府開発援助（ODA）の役割について、改
定される開発協力大綱の方向性も含め、外務省国際協
力局局長の遠藤和也氏に聞いた。
（聞き手：本誌編集委員・竹内 幸史、本誌編集部・吉
田 実祝）

時代の大転換期 
各アクターとの連携が鍵

ウクライナへのきめ細かな支援を継続


